
事 業 概 況 （令和５年６月分結果の概要） 

 

 保 険 給 付 

令和５年度労災保険業務機械処理の令和５年６月末現在における保険給付支払総額は 2,079億円で、前年同期に比べて

1.2％増となっている。 

保険給付支払総額の給付種類別の状況 

  保険給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、年金等給付が 1,055億円で 50.8％と最も大きく、次いで療養補償給

付が 654億円で 31.5％を占めている。以下、休業補償給付が 12.1％、障害補償一時金が 3.4％、遺族補償一時金が 1.0％、

介護補償給付が 0.9％、葬祭料及び二次健康診断等給付がそれぞれ 0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を給付種類別に前年同期と比べてみると、二次健康診断等給付が 11.2％増、遺族補償一時金が 9.1％

増、療養補償給付が 7.1％増、障害補償一時金が 3.9％増、葬祭料が 1.0％増となっているのに対し、休業補償給付が 2.2％

減、年金等給付が 1.7％減、介護補償給付が 0.8％減となっている。（第１表） 

 

 

 

 

保険給付支払総額の業種別の状況 

  保険給付支払総額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が 690億円で 33.2％、「建設事業」が 569億円で 27.4％、

「製造業」が 485億円で 23.3％となっている。以下、「運輸業」が 11.0％、「鉱業」が 2.7％、「林業」が 1.5％、「船舶所

有者の事業」が 0.4％、「漁業」及び「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」がそれぞれ 0.3％となっている。 

  保険給付支払総額を業種別に前年同期と比べてみると、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 9.5％増、「その他の

事業」が 4.6％増、「製造業」が 0.9％増となっているのに対し、「鉱業」が 10.5％減、「漁業」が 5.1％減、「船舶所有者の

事業」が 3.1％減、「林業」2.4％減、「建設事業」が 0.5％減、「運輸業」が 0.1％減となっている。（第２表） 

 

 

 

 

区　分　

　保険給付

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

合 計 205,449,332 100.0 2.3 △    207,878,095 100.0 1.2

療 養 補 償 給 付 61,056,777 29.7 3.4 △    65,380,573 31.5 7.1

休 業 補 償 給 付 25,693,878 12.5 6.3 25,140,282 12.1 2.2 △    

障 害 補 償 一 時 金 6,729,569 3.3 10.4 △   6,991,169 3.4 3.9

遺 族 補 償 一 時 金 1,904,544 0.9 17.0 2,078,176 1.0 9.1

葬 祭 料 423,837 0.2 0.3 427,870 0.2 1.0

介 護 補 償 給 付 1,974,207 1.0 0.8 △    1,958,505 0.9 0.8 △    

年 金 等 給 付 107,321,072 52.2 3.2 △    105,517,516 50.8 1.7 △    

二 次健 康診 断等 給付 345,449 0.2 13.8 △   384,002 0.2 11.2

(注1) 本表は、機械処理データの金額である（以下、各表同じ）。

(注2) 本表の数値は、金額は百の位で、比率は小数点以下第2位で四捨五入を行っている（以下、各表同じ）。

令和4年度　4年6月末 令和5年度　5年6月末

金 額 構成比
対前年
同　期
増減率

金 額 構成比
対前年
同　期
増減率

第　１　表　　給 付 種 類 別 保 険 給 付 支 払 状 況



 

 

 

年金等給付支払総額の業種別の状況 

  年金等給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、遺族補償年金が 590億円で 56.0％と最も大きく、次いで障害補償

年金が 404億円で 38.3％、傷病補償年金が 60億円で 5.7％を占めている。 

  年金等給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が 345 億円で 32.7％、「製造業」が 296 億円で 28.0％、

「その他の事業」が 227億円で 21.5％となっている。以下、「運輸業」が 11.3％、「鉱業」が 3.9％、「林業」が 1.7％、「漁

業」が 0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」及び「船舶所有者の事業」がそれぞれ 0.3％となっている。（第３表） 

 

 

 

 

 

 

区　分　

　業　種

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

全 業 種 205,449,332 100.0 2.3 △    207,878,095 100.0 1.2

林 業 3,205,029 1.6 6.0 △    3,129,323 1.5 2.4 △    

漁 業 572,119 0.3 11.4 △   543,016 0.3 5.1 △    

鉱 業 6,232,099 3.0 7.4 △    5,576,480 2.7 10.5 △   

建 設 事 業 57,242,367 27.9 4.0 △    56,936,161 27.4 0.5 △    

製 造 業 48,052,517 23.4 3.8 △    48,505,560 23.3 0.9

運 輸 業 22,824,736 11.1 2.9 △    22,801,049 11.0 0.1 △    

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
477,096 0.2 3.2 △    522,541 0.3 9.5

そ の 他 の 事 業 65,933,127 32.1 1.6 68,981,556 33.2 4.6

船 舶 所 有 者 の 事 業 910,242 0.4 4.7 882,410 0.4 3.1 △    

金 額 構成比
対前年
同　期

増減率

金 額 構成比
対前年
同　期

増減率

第　２　表　　業 種 別 保 険 給 付 支 払 状 況

令和4年度　4年6月末 令和5年度　5年6月末

令和5年度　5年6月末現在

区　分　 障 害 補 償 遺 族 補 償 傷 病 補 償 合 計

　業　種 年 金 年 金 年 金 （ 年金等給付 ）

千円 千円 千円 千円 ％

全 業 種 40,446,038 59,040,186 6,031,292 105,517,516 100.0

林 業 505,860 1,181,078 67,539 1,754,477 1.7

漁 業 99,881 313,896 5,986 419,764 0.4

鉱 業 396,163 3,258,742 435,144 4,090,048 3.9

建 設 事 業 10,802,181 21,491,813 2,229,361 34,523,355 32.7

製 造 業 14,452,214 14,002,102 1,097,081 29,551,397 28.0

運 輸 業 4,501,098 6,774,442 640,321 11,915,862 11.3

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
63,937 196,636 16,332 276,905 0.3

そ の 他 の 事 業 9,525,497 11,607,281 1,531,969 22,664,746 21.5

船 舶 所 有 者 の 事 業 99,207 214,197 7,558 320,962 0.3

構 成 比 38.3% 56.0% 5.7% 100.0% －

(注) 「傷病補償年金」は、傷病補償年金受給者に係る療養の給付及び療養の費用を含む。

構成比

第　３　表　　業 種 別 年 金 等 給 付 支 払 状 況



 

保 険 料 

 

  令和５年度労災保険業務機械処理の令和５年６月末現在における保険料徴収決定済額は 2,513億円で、前年同期に比べ

て 6.3％増となっている。保険料収納済額は 395億円で、前年同期に比べて 9.2％増となっている。また、収納率について

みると 15.7％となっており、前年同期に比べて 0.4ポイント上回っている。 

  保険料徴収決定済額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が 1,118億円で 44.5％と最も大きく、次いで、「建設

事業」が 632 億円で 25.2％、「製造業」が 493 億円で 19.6％を占めている。以下、「運輸業」が 8.3％、「船舶所有者の事

業」が 1.3％、「林業」が 0.5％、「鉱業」及び「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」がそれぞれ 0.3％、「漁業」が 0.1％

となっている。（第４表） 

 

 

区　分　

令和4年度 令和5年度 令和4年度 令和5年度 令和4年度 令和5年度

　業　種 4年6月末 5年6月末 4年6月末 5年6月末 4年6月末 5年6月末

千円 千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ ％

全 業 種 236,426,119 251,284,791 100.0 6.3 36,128,716 39,454,563 100.0 9.2 15.3 15.7

林 業 992,896 1,294,954 0.5 30.4 394,541 393,626 1.0 0.2 △   39.7 30.4

漁 業 490,908 340,568 0.1 30.6 △  77,220 93,763 0.2 21.4 15.7 27.5

鉱 業 650,847 713,119 0.3 9.6 86,107 115,920 0.3 34.6 13.2 16.3

建 設 事 業 57,981,282 63,213,732 25.2 9.0 15,689,776 17,281,599 43.8 10.1 27.1 27.3

製 造 業 42,045,540 49,295,206 19.6 17.2 3,455,726 3,671,972 9.3 6.3 8.2 7.4

運 輸 業 24,316,220 20,777,665 8.3 14.6 △  1,328,587 1,481,898 3.8 11.5 5.5 7.1

電気、ガス、 水道

又は熱供給の 事業
579,200 652,618 0.3 12.7 41,914 22,750 0.1 45.7 △  7.2 3.5

そ の 他 の 事 業 106,212,441 111,759,695 44.5 5.2 14,705,970 15,984,013 40.5 8.7 13.8 14.3

船舶所有者の 事業 3,156,785 3,237,234 1.3 2.5 348,875 409,022 1.0 17.2 11.1 12.6

構成比
対前年
同　期

増減率

構成比
対前年
同　期

増減率

第　４　表　　業　種　別　保　険　料　徴　収　状　況
保 険 料 徴 収 決 定 済 額 保 険 料 収 納 済 額 収　納　率


